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ま え が き 

 
本研究は、非営利組織（NPO: Non-Profit Organization）における就労について、実

証的に分析するものである。NPO は定義の仕方によって、医療法人や学校法人まで範疇に

含めることもあるが、本報告書では、日本で最も典型的な「NPO」として認識されている

特定非営利活動法人（NPO 法人）に焦点を当て、有給職員やボランティアの就労の実態と

意識について探求している。 

実は、当機構ではちょうど 10 年前に同様の調査を実施している。その頃は、特定非営

利活動促進法（NPO 法）が施行されて 5 年ほど経った時であった。折しも日本は不況にあ

えいでいた時期で、雇用の受け皿を探し求めていた。そこで欧米諸国で大きな雇用吸収

力を持っている非営利セクターに注目し、日本ではまだ小さな芽の NPO に期待が寄せら

れた。しかし、その規模は全くといっていいほど期待出来るものではなかった。 

今回の調査研究は、10 年経った現在、NPO 法人はどの程度成長したのかを主眼にテー

マ分析を行っている。結論をいえば、NPO 法人はこの 10 年で、その数も増え、1 団体あ

たりの規模も大きくなってきている。また、賃金などの改善もみられ、雇用の質も良く

なってきている。高齢者のセカンドキャリアを培う土壌としても期待が持てそうである。

ただし発展途上の段階であることは否めない。欧米のように一般企業の人材と NPO の人

材のキャリアがクロスオーバーするまでには至っていない。 

本研究のもう 1 つの焦点は、NPO の東日本大震災の支援活動について把握することであ

った。多くの NPO が支援活動に係わったが、これまでその実態は網羅されておらず、今

回の調査研究ではその目的も果たしている。調査は発災から 3 年経過して実施されてお

り、支援活動の規模や資金の縮小は見えてはいない。しかし、阪神淡路大震災の例をみ

ても復興は長期に亘る。民間レベルのきめ細かな支援があってこそ被災地のニーズは満

たされる。細くても長い支援活動がこの先必要になってくるだろう。我々は今後もこの

国の NPO 活動を見守っていきたいと思う。 

本報告書が今後の社会生活や復興支援を考える上で、政策担当者をはじめ、NPO に携わ

る人々の参考になれば幸いである。 
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